
社員が仕事と子育てを両立させることができ、社員全員が働きゃすい環境を作ることによって、

すべての社員がその能力を十分に発揮できるようにするため、次のように行動計画を策定する。

1 計画期間 2024年4月1日~ 2027年3月31日

弁護士法人Y&P法律事務所行動計画

2 内容

目標1:産育休者が発生した場合、産育休者の所属チームの従業員に作業不可が集中

しない体制を作る

<対策>

2024年4月~産育休取得者が発生した場合、速やかに正社員採用を行い、既にいる従業

員に負荷を与えずに業務引継処理を行う。

目標2.育児休業を取得予定の社員及び育児休業から復職した社員に対するメンター制

度を導入する

<対策>

2024年4月~制度及び運用ルールの検討、育児経験のある社員からメンターを選定(男性

女性各1名以上)、面談シート、メンターによる産休取得予定者・復職者の個別フォローを開

始。2週間に1度の面談実施中。

目標3.時間にとらわれない働き方の導入

<対策>

2025年4月を目標に家庭事情により配慮が必要な方にはフレックスタイム制の導入

目標4.年次有給休暇の取得奨励・促進

<対策>

2027年3月までに年次有給休暇が付与される社員の 1年間の平均年次有給休暇取得率の

目標値を60%とする。このために

1 定期的に休暇の取得状況を確認する(伊上四半期に1度ペースなど)。

2 社員に対して休暇取得を啓発する一方、管理職は、休暇取得を促進する環境作りを検

討・実行する。

3 休暇取得が促進できる好事例があれぱ、組織内で共有し、仮に取得の阻害要因が確認

された場合には、その要因を解決するための具体策を検討・実行する。


